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I．社会経済環境の変化 

１．人口減少・少子高齢化の進行 

（1）総人口・労働力人口の減少 

日本の総人口は、平成 22 年の国勢調査では１億 2,805 万人であるが、国立社会保障・

人口問題研究所の推計によると、今後減少を続け、平成 60年（2048 年）には１億人を下

回る見込みである。少子化の進行により、出生数と死亡数が逆転しており、今後も人口

の自然減少数（出生数から死亡数を引いた数）は拡大するものと見込まれている。 

さらに、世界に例をみない速度で人口の高齢化も進行している。先進国の高齢化率を

比較すると、他国が経験したことのない超高齢化社会を迎えている。高齢者人口（65 歳

以上）は、今後 30 年間近く増加し、その後減少に転じるが、年少人口（0～14 歳）と生

産年齢人口（15～64 歳）は、一貫して減少すると推計されている。こうした人口の構造

変化により、生産年齢人口の減少、つまり労働力人口の減少による経済成長へのマイナ

スの影響が懸念される。 

 

図表I-１ 日本の年齢３区分別人口の推移と見通し 
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（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」 
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図表I-２ 出生・死亡数の推移 
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（資料）厚生労働省統計情報部「人口動態統計」 
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（2）世帯数・世帯構造の変化 

世帯総数は、平成 32 年（2020 年）頃まで増加するが、その後は徐々に減少していく見

通しである。 

世帯類型別の世帯数推移をみると、平成７年には 1,124 万世帯であった単独世帯が、

平成 22 年には 1,678 万世帯まで増加し、さらに平成 42 年には約 1,872 万世帯まで増加

する見通しである。 

一方、夫婦と子から構成される世帯は、平成７年以降一貫して減少傾向にあり、平成

７年の 1,501 万世帯が、平成 42 年には約 1,234 万世帯まで減少する見込みである。 

 

図表I-３ 世帯の類型別一般世帯数の推移と見通し 
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（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2013年 1月）」 
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（3）高齢者世帯数の急速な増加 

世帯主の高齢化が進み、世帯主が65歳以上の世帯や75歳以上の世帯が増加している。

中でも、世帯主が 75 歳以上の世帯の増加が大きく、平成 42 年（2030 年）には平成７年

の４倍以上まで増加する見通しとなっている。 

また、高齢単身世帯の増加も著しく、65歳以上の単身世帯の数は、平成 42 年には平成

７年の３倍以上となり、総世帯に占める割合も、5％から 14％程度まで上昇すると見込み

である。 

 

図表I-４ 高齢世帯数の推移と見通し 
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（ 注 ）（  ）の中の数字は一般世帯総数に対する比率を表す。 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2013年 1月）」 
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２．平均所得の低迷 

厚生労働省の「国民生活基礎調査」によると、全世帯の世帯当たりの平均所得金額は、

昭和 60 年（1985 年）以降では平成 6年をピークとして、減少傾向を示している。 

高齢者世帯、母子世帯の平均所得金額は横ばい傾向で推移しているが、これらの世帯

の平均所得金額は、全体平均に比べ低い水準にあり、各世帯の９割以上が全体平均を下

回る状況となっている。 

今後は、平均所得金額が全体平均を下回る高齢者世帯の増加が予測されており、平均

所得の低迷が続く可能性が高いと考えられる。これに連動して、地域における消費活動

も低調に推移することが想定され、地域経済へのマイナスの影響が懸念される。 

 

図表I-５ １世帯当たり平均所得金額の推移 
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（注１） 平成６年の数値は、兵庫県を除いたものである。 

（注２） 平成 22年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除いたものである。 

（資料）厚生労働省 「平成 23年国民生活基礎調査」より作成 
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３．大都市圏への人口集中と地方における商業基盤の喪失 

平成 22 年（2010 年）以降の人口推計の減少幅をみると、三大都市圏とそれ以外の地域

では大きな差がある。東京圏の人口シェアが高まる一方で、三大都市圏以外の地域では

大幅に人口が減少しており、三大都市圏への人口集中が進行している。三大都市圏以外

の地域では、さらに人口減少、シェア低下が進むと見込まれている。 

地方都市間の競争が激しくなっている上に、大都市圏への人口集中が見込まれること

から、地方都市間の競争に打ち勝つには、従来以上に積極的な取り組みが求められる。 

 

図表I-６ 三大都市圏の人口推移動向 
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（ 注 ）三大都市圏は、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、大阪圏

（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）の合計値 

（資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」をも

とに作成 

 

大都市圏への人口集中による地方での過疎化の進行に伴う食料品店の減少等が生じて

いる。これによって、高齢者を中心として、食料品の買物における不便や苦労が顕在化

しており、「買い物弱者」「フードデザート」問題が深刻化している。 

高齢者は、自動車を持たない（あるいは運転しない）ケースも多く、公共交通機関が

衰退しつつある中、いわゆる「交通弱者」として、買い出しにも制約を受ける状況に陥

りやすい。高齢化がさらに進展すると、こうした問題がより深刻化すると考えられる。 
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図表I-７ 飲食料品小売業事業所数の推移（全国） 
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（資料）経済産業省「商業統計」 
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４．日本経済の構造変化とグローバル化の進展の影響 

我が国は、1990 年代のバブル崩壊後、「失われた 20 年」といわれる長期間にわたる経

済的な停滞が続いている。名目成長率が実質成長率を下回るデフレ状態が続いている上

に、成長率そのものも低い水準で推移している。 

失われた 20 年の間、1990 年代後半には、海外ではアジア通貨危機や国内の消費税引き

上げにより、日本経済は危機的状況に陥った。その後は、中国・インド等の新興国の急

成長が世界経済の成長を後押しするものの、我が国の競争力は低下した。また、経済の

グローバル化が進展したことで、平成 20 年に生じたリーマン・ショックは、その影響を

全世界に及ぼし、日本経済も大きな打撃を受けた。その中で、新興国の一つである中国

は、公共投資等によって、リーマン・ショックから早期に回復し、ＧＤＰでは日本を抜

き、世界第２位の地位にあり、今後も高い成長が続くと見込まれている。 

図表I-８ 実質・名目ＧＤＰ成長率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）内閣府「四半期別ＧＤＰ成長率」 

 

図表I-９ 主要国・地域の名目ＧＤＰの推移と見通し 
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デフレが長期化し、日本経済はかつての勢いを失い、低迷が続いているが、産業構造

は大きく変化している。昭和 55 年（1980 年）から平成 22 年にかけての産業別の生産額

の構成比の変化をみると、鉱工業や建設業のシェアが大きく低下する一方で、サービス

業や運輸・通信業のシェアが上昇している。産業別の就業者数の構成比では、鉱工業と

ともに農林水産業のシェアが大きく低下し、サービス業のシェアが大きく拡大している。 

 

図表I-１０ 産業別国内総生産（名目）構成比の推移 �
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（資料）内閣府「2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」，「2011年度国民経済計算（2005年基準・93SNA）」 

 

図表I-１１ 産業別就業者数構成比の推移 
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（資料）内閣府「2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）」，「2011年度国民経済計算（2005年基準・93SNA）」 
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日本経済の構造変化とともに、グローバル化の進展を示す一つの指標として、日本企

業の海外現地生産比率がある。製造業の海外現地生産比率は上昇傾向で推移しており、

平成 23 年は 18.4％となっている。 

海外現地生産の進展が国内の従業者数にどのような影響を与えるかについては、「中

小企業白書 2010」にデータが示されている。中小企業を対象に行った調査では、直接投

資開始企業と直接投資非開始企業の国内の従業者数を比較すると、直接投資開始企業の

国内の従業者数は、直接投資非開始企業と比較して、直接投資開始３年後には約９ 割に

減少するが、６～７年後には直接投資非開始企業を上回っている。 

したがって、生産拠点の海外シフトは必ずしも国内における雇用の空洞化を招くとは

限らない。そのため、地域の企業を海外進出によって成長させることで、地域の雇用を

守ろうという観点から、地域の企業の海外進出を支援する取り組みなどが広がっている。 
 

図表I-１２ 製造業の海外現地生産比率の実績と見通し 
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（資料）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」（各年度） 

（出所）経済産業省「通商白書 2012」 
 

図表I-１３ 直接投資開始企業と直接投資非開始企業の国内の従業者数（中小企業） 
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（ 注 ）平成６年度から平成 19年度まで連続して回答している企業を集計している。 

（資料）経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 

（出所）中小企業庁「中小企業白書 2010」 

実際に海外現地生産を

進めるペースは、過去の

見通しよりも概ね早いペ

ースで進んでいる。 
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５．成長産業化が期待される農林水産業と観光産業 

平成 25 年６月に閣議決定された「日本再興戦略」では、農林水産業の成長産業化によ

る日本経済の再生がうたわれており、担い手への農地集積・集約や耕作放棄地の解消に

よる生産現場の強化や需要面の取組と併せて、６次産業化等を一体的に進めることとし

ている。６次産業化は、農業者が所得を高め、経営を安定させるための手段として重視

されており、その市場規模は約 1.4 兆円にのぼると推計されている。また、農業生産関

連事業を実施する販売農家が、店舗や消費者に直接販売する動きも活発になっている。 

また、平成 21 年の改正農地法施行以降、農業生産法人以外の一般法人についても、一

定の要件を満たす場合には、農地を賃借すれば農業への参入が可能となったことから、

企業の農業への参入が大きく進みつつある。 

 

図表I-１４ ６次産業の市場規模 

 

(注) 農林水産省「2010 年世界農林業センサス」から推計。 

(資料) 農林水産省「平成 23 年度食料・農業・農村白書」 

 

図表I-１５ 農業に新規参入した一般法人数の推移 
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(注 1) 平成 21 年 12 月に施行された農地法等の一部を改正する法律に基づき、貸借で参入した一般法人数。 

(注 2) 平成 24 年については、法人種別の内訳が公表されていない。 

(資料) 農林水産省資料 
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一方、農林水産物の輸出額は、平成 19 年までは増加傾向にあったが、平成 21 年には

リーマン・ショックの影響で大幅に減少し、一旦回復したものの、その後、東日本大震

災とともに発生した原発事故の影響で諸外国の輸入規制が強化されたこともあり、低迷

している。また、ＴＰＰ交渉への参加により、グローバル化の流れは避けられない状況

となっており、関税などによって保護されてきた日本の農業は大きな打撃を受けると懸

念されている。 

そのため、農林水産省においては、農業の競争力強化に向けて「攻めの農林水産業推

進本部」を設置し、需要フロンティアの拡大（日本の強みを生かせる市場の創造）、バリ

ューチェーンの構築（６次産業化による生産から消費までの価値連鎖）、生産現場の強化

（担い手への農地集積、耕作放棄地の解消）に関する施策の具体化を図っている。 

また、有識者からなる国の「農林水産物・食品輸出戦略検討会」による提言では、国

家戦略的なマーケティングやビジネスとしての輸出を支える仕組みづくりなどの戦略が

掲げられ、戦略の推進により、農林水産物・食品の輸出額１兆円水準を実現するという

目標が示されている。 

図表I-１６ 農林水産物の輸出額の推移 

 
（資料）農林水産省「農林水産物・食品の輸出促進対策の概要」 

 

農林水産業以外では、観光分野が経済成長をになう産業として注目されており、国は、

「日本再興戦略」で、訪日外国人旅行者数の目標を「2030 年に 3,000 万人超」と定め、

「ビジット・ジャパン事業」を強化している。 

訪日外国人旅行者の増加、特に経済成長著しいアジアの国々からの旅行者の増加は、

地域経済の活性化や、それに伴う雇用機会の創出が期待できる。訪日外国人旅行者数を

みると、東日本大震災の影響で平成 23 年には大きく落ち込んだが、長期間でみると増加

傾向にあり、直近では徐々に回復の兆しが見えている。 
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図表I-１７ 訪日外国人の旅行者数の推移 
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（資料）観光庁「観光白書 平成 24 年版」 

 

また、国内において国際会議を開催することは、国全体の情報発信力の強化や国際交

流の拡大にとどまらず、地域活性化にも大きく貢献するため、国はＭＩＣＥの誘致にも

積極的に取り組んでいる。平成 22 年には、日本の国際会議開催件数は世界第２位、アジ

ア１位となったものの、ビジネスの機会創出や都市の競争力・ブランド力向上につなが

り、大きな経済効果をもたらすＭＩＣＥ分野の国際競争は激化しており、より一層のＭ

ＩＣＥ誘致・開催を推進していくこととしている。 

図表I-１８ ＭＩＣＥの概要 

 

 

さらに、外国人観光客の受け入れだけではなく、従来の観光スタイルに飽き足らない

国内観光客のニーズに応え、観光消費の拡大を促進するため、地域資源を活用した地域

密着型観光（ニューツーリズム）の強化も進められている。ニューツーリズムには、地

域が保有する資源によって様々なメニューが用意されており、「産業観光」、「グリーン・

ツーリズム」、「エコツーリズム」などに加え、観光に医療を組み合わせた「医療ツーリ

ズム」も注目を集めている。 
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図表I-１９ 着地型旅行市場規模（推計） 

 

（資料）観光庁「着地型旅行市場現状調査報告（平成 24 年 2月）」 
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６．大規模災害による社会への影響 

日本は、地震や火山活動が活発な環太平洋変動帯に位置しており、地震の発生回数な

ど国土面積に比較してもその割合は極めて高い。また、地理的、地形的、気象条件等か

らも、台風、豪雨、豪雪などの自然災害が発生しやすい国土となっており、毎年、大規

模な自然災害により、多くの人命や財産が失われている。 

そして、平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、国内観測史上最大

規模の地震であり、大規模な津波を伴い、被災区域が東日本全域に及ぶ未曾有の大災害

となった。明治以降では、関東大震災、明治三陸地震に次ぐ極めて深刻な人的被害をも

たらした。 

加えて、東日本大震災とそれに伴う津波による被害によって引き起こされた福島原発

の事故をきっかけとして、国内のほとんどの原子力発電所は停止したままであり、電力

の供給余力が大幅に低下している。このことで、エネルギー基盤の脆弱性が明らかとな

ったことから、持続可能なエネルギー政策の再構築が求められている。 

このように大規模災害は、人々の暮らしや産業に大きな影響を及ぼしており、近い将

来に起きると指摘されている東南海地震に対しても、十分な備えが求められている。 

 

図表I-２０ 一次エネルギー国内供給の推移（エネルギー源別） 
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（資料）資源エネルギー庁「平成 23年度（2011年度）エネルギー需給実績（速報）」 
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II．徳島市の現状 

１． 人口 

（1）人口・世帯数の推移 

徳島市の人口は、平成 7 年以降一貫して減少傾向にあり、平成 12 年から平成 22 年ま

での 10 年間で 3,670 人減少している。一方、世帯数は増加傾向にあり、全国的な傾向と

同様、単独世帯の増加が背景にあることが考えられる。 

 

図表II-１ 人口・世帯数の推移 

 

（資料）総務省「国勢調査」 
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（2） 人口及び人口構成の将来推計 

徳島市の人口は、平成 22 年は 264,548 人であるが、国立社会保障・人口問題研究所の

推計によると、今後減少を続け、平成 52 年には 206,368 人となり、58,180 人（約 22％）

減少する見込みである。 

また、高齢者人口は増加を続け平成 52 年には 81,435 人（約 33％増）となる一方、生

産年齢人口（15～64 歳）は 106,517 人（約 35％減）、年少人口（0～14 歳）は 18,416 人

（約 44％減）となり、全国的な傾向と同様、減少すると推計されている。 

 

図表II-２ 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省「国勢調査」 

     国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 25年 3月推計）」 

推計 実績 （人） 

（年） 
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（3） 転入者、転出者の推移 

平成 18 年から平成 22 年までの過去５年間の転入者数、転出者数共に減少傾向である

が、転出者数が転入者数を上回る転出超過状態が続いている。 

その内訳としては、県内においては、転入超過、県外においては転出超過の傾向が続

いている。 

 

図表II-３ 過去５年の転入者数、転出者数の推移 

 

（資料）徳島市統計資料「県外移動状況の推移」「県内移動状況の推移」 

（人） 

（年） 
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自治体別の転入、転出の動向については、平成 18 年から平成 22 年までの過去５年間の転入・

転出者数の合計が最も多いのは県外では香川県で、次いで大阪府、兵庫県、東京都、愛媛県とな

っている。県内では阿南市が最も多く、次いで小松島市、鳴門市、藍住町、北島町となっており、

県内、県外とも、近隣市町との間で移動が多いことがわかる。 

一方、転入者数と転出者数の差を見れば、東京都が 1,164 人、大阪府が 1,080 人、兵庫県

が 538 人の転出超過となっており、近隣自治体よりも大都市圏への流出が多いことがわかる。 

また、平成 22 年においては、生産年齢人口（15～64 歳）までの転入・転出では、20～24

歳がもっとも多く流動しており、次いで、30～34 歳の流出が多い。 

 

図表II-４ 過去５年の転入者・転出者数合計の上位５都道府県・県内５市町 

 
（注）各県・市町村の転入者数・転出者数は、過去５年間の転入者数・転出者数のそれぞれの合計 

（資料）徳島市統計資料「県外移動状況の推移」「県内移動状況の推移」 

 

 

図表II-５ 平成 22年の 5歳年齢別転入者・転出者数（生産年齢人口）（単位：人） 
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２．市内総生産、市民所得 

徳島市の平成 22年度の市内総生産は約１兆１千万円であり、県内総生産の約４割を占

める。市内総生産は平成 19 年度以降は減少傾向にあったものの、平成 22 年度は若干持

ち直している。 

一人あたり市民所得は、一人あたりの県民所得及び国民所得を上回る水準であり、平

成 19 年度以降減少傾向にあったが、平成 22 年度には持ち直している。 

 

図表II-６ 市内総生産の推移 
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（資料）徳島県「市町村民所得推計」 

 

図表II-７ 市民所得の推移 
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（資料）厚生労働省「社会保障費用統計」 

徳島県「県民経済計算結果関連指標」 

徳島県「市町村民所得推計結果県統計表」等 
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３．産業構造 

（1）産業大分類別の規模別事業所数・従業者数（比率） 

徳島市内の民営事業所及び従業者数を従業者数規模別にみると、従業者が 100 人以上

の事業所数は、全体の 0.9％（137 ヵ所）を占めるに過ぎず、ほとんどの事業所は、中小・

零細規模である。 
 

図表II-８ 従業者規模別の事業所・実数 

（単位：事業所）

総数 １～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人
100人
以上

派遣従業
者のみ

総数 15,951 9,878 3,032 1,674 532 390 250 137 58
農業，林業 54 16 22 8 3 1 4 - -
漁業 13 9 2 1 - 1 - - -
鉱業，採石業，砂利採取業 1 - 1 - - - - - -
建設業 1,211 616 344 177 29 26 15 3 1
製造業 886 434 208 120 45 30 26 18 5
電気・ガス・熱供給・水道業 10 3 - 4 - 1 - 1 1
情報通信業 176 72 52 24 6 12 3 7 -
運輸業，郵便業 274 74 50 55 34 29 22 7 3
卸売業，小売業 4,337 2,714 846 465 132 96 56 18 10
金融業，保険業 350 117 83 68 30 31 13 4 4
不動産業，物品賃貸業 1,426 1,239 123 44 6 7 - - 7
学術研究，専門・技術サービス業 726 488 148 51 14 12 11 2 -
宿泊業，飲食サービス業 2,390 1,556 417 269 86 39 11 10 2
生活関連サービス業，娯楽業 1,411 1,122 146 68 37 23 11 4 -
教育，学習支援業 465 315 72 37 11 12 6 7 5
医療，福祉 1,018 341 312 170 74 43 45 29 4
複合サービス事業 79 26 31 15 4 - 1 1 1
サービス業（他に分類されないもの） 1,124 736 175 98 21 27 26 26 15
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - - - - -  

 

図表II-９ 従業者規模別の事業所・構成比 

総数 １～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人
100人
以上

派遣従業
者のみ

総数 100.0% 61.9% 19.0% 10.5% 3.3% 2.4% 1.6% 0.9% 0.4%
農業，林業 100.0% 29.6% 40.7% 14.8% 5.6% 1.9% 7.4% - -
漁業 100.0% 69.2% 15.4% 7.7% - 7.7% - - -
鉱業，採石業，砂利採取業 100.0% - 100.0% - - - - - -
建設業 100.0% 50.9% 28.4% 14.6% 2.4% 2.1% 1.2% 0.2% 0.1%
製造業 100.0% 49.0% 23.5% 13.5% 5.1% 3.4% 2.9% 2.0% 0.6%
電気・ガス・熱供給・水道業 100.0% 30.0% - 40.0% - 10.0% - 10.0% 10.0%
情報通信業 100.0% 40.9% 29.5% 13.6% 3.4% 6.8% 1.7% 4.0% -
運輸業，郵便業 100.0% 27.0% 18.2% 20.1% 12.4% 10.6% 8.0% 2.6% 1.1%
卸売業，小売業 100.0% 62.6% 19.5% 10.7% 3.0% 2.2% 1.3% 0.4% 0.2%
金融業，保険業 100.0% 33.4% 23.7% 19.4% 8.6% 8.9% 3.7% 1.1% 1.1%
不動産業，物品賃貸業 100.0% 86.9% 8.6% 3.1% 0.4% 0.5% - - 0.5%
学術研究，専門・技術サービス業 100.0% 67.2% 20.4% 7.0% 1.9% 1.7% 1.5% 0.3% -
宿泊業，飲食サービス業 100.0% 65.1% 17.4% 11.3% 3.6% 1.6% 0.5% 0.4% 0.1%
生活関連サービス業，娯楽業 100.0% 79.5% 10.3% 4.8% 2.6% 1.6% 0.8% 0.3% -
教育，学習支援業 100.0% 67.7% 15.5% 8.0% 2.4% 2.6% 1.3% 1.5% 1.1%
医療，福祉 100.0% 33.5% 30.6% 16.7% 7.3% 4.2% 4.4% 2.8% 0.4%
複合サービス事業 100.0% 32.9% 39.2% 19.0% 5.1% - 1.3% 1.3% 1.3%
サービス業（他に分類されないもの） 100.0% 65.5% 15.6% 8.7% 1.9% 2.4% 2.3% 2.3% 1.3%
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - - - - -  
 

（ 注 ）「サービス業（他に分類されないもの）」とは、主として個人又は事業所に対してサービスを提供する他の大分類に分

類されない事業所で、「88 廃棄物処理業」「89 自動車整備業」「90 機械等修理業（別掲を除く）」「91 職業紹介・

労働者派遣業」「92 その他の事業サービス業」「93 政治・経済・文化団体」「94 宗教」「95 その他のサービス業」「96 

外国公務」が含まれる（以下同様）。 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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従業者が 100 人以上の事業所の従業者数は、全体の 21.8％（29,798 人）を占めている。

事業所数の構成比に比べると多いとはいえ、従業者数 19 人以下の小規模な事業所の従業

者が全体の５割程度を占めており、従業者数からみても、中小・零細規模の事業所が多

いことがわかる。 

 

図表II-１０ 従業者規模別の従業者・実数 

（単位：人）

総数 １～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

総数 136,904 21,093 19,773 22,452 12,640 14,671 16,477 29,798
農業，林業 655 42 139 104 65 33 272 -
漁業 82 26 14 10 - 32 - -
鉱業，採石業，砂利採取業 7 - 7 - - - - -
建設業 9,171 1,511 2,257 2,353 677 943 956 474
製造業 12,655 1,026 1,376 1,614 1,057 1,103 1,839 4,640
電気・ガス・熱供給・水道業 430 6 - 54 - 43 - 327
情報通信業 3,396 184 326 317 143 452 233 1,741
運輸業，郵便業 5,930 159 344 738 798 1,068 1,452 1,371
卸売業，小売業 31,086 6,153 5,488 6,266 3,133 3,718 3,545 2,783
金融業，保険業 5,953 255 544 980 725 1,137 875 1,437
不動産業，物品賃貸業 4,133 2,367 771 577 146 272 - -
学術研究，専門・技術サービス業 4,468 1,091 952 689 321 454 719 242
宿泊業，飲食サービス業 15,455 3,337 2,747 3,533 2,035 1,428 756 1,619
生活関連サービス業，娯楽業 8,427 1,943 931 880 889 851 719 2,214
教育，学習支援業 4,312 532 490 503 252 437 382 1,716
医療，福祉 17,173 833 2,073 2,286 1,819 1,644 2,951 5,567
複合サービス事業 737 71 188 209 89 - 70 110
サービス業（他に分類されないもの） 12,834 1,557 1,126 1,339 491 1,056 1,708 5,557
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - - - -  

 

図表II-１１ 従業者規模別の従業者・構成比 

総数 １～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

総数 100.0% 15.4% 14.4% 16.4% 9.2% 10.7% 12.0% 21.8%
農業，林業 100.0% 6.4% 21.2% 15.9% 9.9% 5.0% 41.5% -
漁業 100.0% 31.7% 17.1% 12.2% - 39.0% - -
鉱業，採石業，砂利採取業 100.0% - 100.0% - - - - -
建設業 100.0% 16.5% 24.6% 25.7% 7.4% 10.3% 10.4% 5.2%
製造業 100.0% 8.1% 10.9% 12.8% 8.4% 8.7% 14.5% 36.7%
電気・ガス・熱供給・水道業 100.0% 1.4% - 12.6% - 10.0% - 76.0%
情報通信業 100.0% 5.4% 9.6% 9.3% 4.2% 13.3% 6.9% 51.3%
運輸業，郵便業 100.0% 2.7% 5.8% 12.4% 13.5% 18.0% 24.5% 23.1%
卸売業，小売業 100.0% 19.8% 17.7% 20.2% 10.1% 12.0% 11.4% 9.0%
金融業，保険業 100.0% 4.3% 9.1% 16.5% 12.2% 19.1% 14.7% 24.1%
不動産業，物品賃貸業 100.0% 57.3% 18.7% 14.0% 3.5% 6.6% - -
学術研究，専門・技術サービス業 100.0% 24.4% 21.3% 15.4% 7.2% 10.2% 16.1% 5.4%
宿泊業，飲食サービス業 100.0% 21.6% 17.8% 22.9% 13.2% 9.2% 4.9% 10.5%
生活関連サービス業，娯楽業 100.0% 23.1% 11.0% 10.4% 10.5% 10.1% 8.5% 26.3%
教育，学習支援業 100.0% 12.3% 11.4% 11.7% 5.8% 10.1% 8.9% 39.8%
医療，福祉 100.0% 4.9% 12.1% 13.3% 10.6% 9.6% 17.2% 32.4%
複合サービス事業 100.0% 9.6% 25.5% 28.4% 12.1% - 9.5% 14.9%
サービス業（他に分類されないもの） 100.0% 12.1% 8.8% 10.4% 3.8% 8.2% 13.3% 43.3%
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - - - -  

 

（資料）徳島市「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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（2）産業大分類別の事業所数・従業者数（比率）の他都市との比較 

産業大分類別に事業所数をみると、徳島市で最も構成比が大きいのは「卸売業、小売

業」（27.2％）、次いで「宿泊業、飲食サービス業」（15.0％）であり、徳島県や四国の県

庁所在市、全国も概ね同様の傾向を示している。 

 

図表II-１２ 事業所・実数 
（単位：事業所）

徳島市 徳島県 高松市 松山市 高知市 全国
総数 15,951 40,289 23,882 22,787 17,999 5,886,193
農業，林業 54 296 84 54 31 28,374
漁業 13 68 20 5 4 3,933
鉱業，採石業，砂利採取業 1 22 33 2 8 2,915
建設業 1,211 4,088 2,215 2,106 1,437 583,616
製造業 886 2,941 1,548 1,042 814 536,658
電気・ガス・熱供給・水道業 10 35 15 12 13 4,199
情報通信業 176 280 380 352 197 77,900
運輸業，郵便業 274 923 551 531 336 147,611
卸売業，小売業 4,337 11,549 6,661 6,158 5,126 1,555,333
金融業，保険業 350 690 529 512 421 91,888
不動産業，物品賃貸業 1,426 2,391 2,013 1,726 1,228 407,793
学術研究，専門・技術サービス業 726 1,335 1,082 1,045 782 239,969
宿泊業，飲食サービス業 2,390 5,000 3,030 3,106 2,874 778,048
生活関連サービス業，娯楽業 1,411 3,884 1,864 2,237 1,802 509,966
教育，学習支援業 465 1,078 708 679 523 168,172
医療，福祉 1,018 2,487 1,302 1,466 1,202 344,071
複合サービス事業 79 388 124 197 101 38,586
サービス業（他に分類されないもの） 1,124 2,834 1,723 1,557 1,100 367,161
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - -  
 

図表II-１３ 事業所・構成比 

徳島市 徳島県 高松市 松山市 高知市 全国
農業，林業 0.3% 0.7% 0.4% 0.2% 0.2% 0.5%
漁業 0.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1%
鉱業，採石業，砂利採取業 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%
建設業 7.6% 10.1% 9.3% 9.2% 8.0% 9.9%
製造業 5.6% 7.3% 6.5% 4.6% 4.5% 9.1%
電気・ガス・熱供給・水道業 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
情報通信業 1.1% 0.7% 1.6% 1.5% 1.1% 1.3%
運輸業，郵便業 1.7% 2.3% 2.3% 2.3% 1.9% 2.5%
卸売業，小売業 27.2% 28.7% 27.9% 27.0% 28.5% 26.4%
金融業，保険業 2.2% 1.7% 2.2% 2.2% 2.3% 1.6%
不動産業，物品賃貸業 8.9% 5.9% 8.4% 7.6% 6.8% 6.9%
学術研究，専門・技術サービス業 4.6% 3.3% 4.5% 4.6% 4.3% 4.1%
宿泊業，飲食サービス業 15.0% 12.4% 12.7% 13.6% 16.0% 13.2%
生活関連サービス業，娯楽業 8.8% 9.6% 7.8% 9.8% 10.0% 8.7%
教育，学習支援業 2.9% 2.7% 3.0% 3.0% 2.9% 2.9%
医療，福祉 6.4% 6.2% 5.5% 6.4% 6.7% 5.8%
複合サービス事業 0.5% 1.0% 0.5% 0.9% 0.6% 0.7%
サービス業（他に分類されないもの） 7.0% 7.0% 7.2% 6.8% 6.1% 6.2%
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - -  
 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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産業大分類別に従業者数をみると、最も構成比が大きいのは「卸売、小売業」（22.7％）、

次いで「医療、福祉」（12.5％）、「宿泊業、飲食サービス業」（11.3％）であり、製造業

の構成比が比較的高い徳島県や全国とはやや異なる傾向を示しているが、四国の県庁所

在市とは概ね同様の傾向である。 

 

図表II-１４ 従業者・実数 
（単位：人）

徳島市 徳島県 高松市 松山市 高知市 全国
総数 136,904 317,973 215,265 226,451 151,023 58,442,129
農業，林業 655 3,431 617 581 348 329,598
漁業 82 487 134 34 60 47,997
鉱業，採石業，砂利採取業 7 252 178 31 109 30,684
建設業 9,171 25,646 17,849 16,311 11,842 4,320,444
製造業 12,655 53,580 19,806 18,161 9,729 9,826,839
電気・ガス・熱供給・水道業 430 1,032 1,541 674 525 210,533
情報通信業 3,396 4,063 5,926 7,289 3,088 1,724,414
運輸業，郵便業 5,930 15,951 13,313 12,515 7,180 3,571,963
卸売業，小売業 31,086 68,704 55,025 51,160 38,749 12,695,832
金融業，保険業 5,953 9,246 8,577 8,969 6,035 1,587,909
不動産業，物品賃貸業 4,133 6,785 6,991 5,851 4,032 1,546,688
学術研究，専門・技術サービス業 4,468 6,812 5,927 5,840 3,945 1,781,721
宿泊業，飲食サービス業 15,455 29,588 20,014 25,588 17,748 5,700,699
生活関連サービス業，娯楽業 8,427 16,261 10,044 11,161 7,388 2,713,386
教育，学習支援業 4,312 7,119 6,500 9,289 4,487 1,725,610
医療，福祉 17,173 43,591 21,052 29,362 23,618 5,629,966
複合サービス事業 737 4,047 1,645 2,155 1,127 406,920
サービス業（他に分類されないもの） 12,834 21,378 20,126 21,480 11,013 4,590,926
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - -  
 

図表II-１５ 従業者・構成比 

徳島市 徳島県 高松市 松山市 高知市 全国
農業，林業 0.5% 1.1% 0.3% 0.3% 0.2% 0.6%
漁業 0.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1%
鉱業，採石業，砂利採取業 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 0.1%
建設業 6.7% 8.1% 8.3% 7.2% 7.8% 7.4%
製造業 9.2% 16.9% 9.2% 8.0% 6.4% 16.8%
電気・ガス・熱供給・水道業 0.3% 0.3% 0.7% 0.3% 0.3% 0.4%
情報通信業 2.5% 1.3% 2.8% 3.2% 2.0% 3.0%
運輸業，郵便業 4.3% 5.0% 6.2% 5.5% 4.8% 6.1%
卸売業，小売業 22.7% 21.6% 25.6% 22.6% 25.7% 21.7%
金融業，保険業 4.3% 2.9% 4.0% 4.0% 4.0% 2.7%
不動産業，物品賃貸業 3.0% 2.1% 3.2% 2.6% 2.7% 2.6%
学術研究，専門・技術サービス業 3.3% 2.1% 2.8% 2.6% 2.6% 3.0%
宿泊業，飲食サービス業 11.3% 9.3% 9.3% 11.3% 11.8% 9.8%
生活関連サービス業，娯楽業 6.2% 5.1% 4.7% 4.9% 4.9% 4.6%
教育，学習支援業 3.1% 2.2% 3.0% 4.1% 3.0% 3.0%
医療，福祉 12.5% 13.7% 9.8% 13.0% 15.6% 9.6%
複合サービス事業 0.5% 1.3% 0.8% 1.0% 0.7% 0.7%
サービス業（他に分類されないもの） 9.4% 6.7% 9.3% 9.5% 7.3% 7.9%
公務（他に分類されるものを除く） - - - - - -  
 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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（3）産業大分類別の事業所数・従業者数の推移 

産業大分類別の事業所数・従業者数の推移は、以下のとおりである。 

 

図表II-１６ 徳島市・事業所数 
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（単位：事業所）
業種 平成8年 平成13年 平成18年 平成21年

建設業 1,360 1,278 1,128 1,211
製造業 1,601 1,179 956 886
卸売業，小売業 5,981 5,315 4,433 4,337
宿泊業，飲食サービス業 2,821 2,532 2,346 2,391
生活関連サービス業，娯楽業 1,558 1,486 1,409 1,413
教育，学習支援業 207 210 590 608
医療，福祉 835 866 977 1,097
サービス業（他に分類されないもの） 464 686 1,049 1,142  

（ 注 ）平成 13年と平成 18年の間、平成 18年と平成 21年の間は、日本標準産業分類が改定 

されているため、値は連続していない。 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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図表II-１７ 徳島市・従業者数 
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（単位：人）
業種 平成8年 平成13年 平成18年 平成21年

建設業 12,520 11,246 9,453 9,171
製造業 22,484 17,386 13,746 12,655
卸売業，小売業 41,260 36,099 30,857 31,086
宿泊業，飲食サービス業 13,109 12,665 12,524 15,460
生活関連サービス業，娯楽業 6,127 6,043 5,977 8,441
教育，学習支援業 6,587 6,699 7,979 7,615
医療，福祉 13,327 14,903 16,958 19,612
サービス業（他に分類されないもの） 2,541 8,547 11,969 13,212  

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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４．製造業 

製造業の直近 10年間の変化をみると、製造品出荷額等は増加傾向にあるものの、事業

所数、従業者数は減少傾向にあり、10 年間で事業所数は約 40％、従業者数は約 25％も減

少している。 

また、時系列で推移をみると、徳島県とも概ね同様の傾向を示している。 

 

図表II-１８ 製造業の推移 

（単位：事業所、人、百万円）
実数 増減 増減率

平成12年 平成17年 平成22年 12→17 17→22 12→22 12→17 17→22 12→22
事業所数 657 514 402 -143 -112 -255 -21.8% -21.8% -38.8%
従業者数 14,489 12,466 10,852 -2,023 -1,614 -3,637 -14.0% -12.9% -25.1%
製造品出荷額等 387,060 430,316 490,250 43,256 59,934 103,190 11.2% 13.9% 26.7%  
（資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

図表II-１９ 事業所数の推移 
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（資料）経済産業省「工業統計調査」 
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図表II-２０ 従業者数の推移 
�
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（資料）経済産業省「工業統計調査」 

 

図表II-２１ 製造品出荷額等の推移 
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全国を１とした場合の事業所数の特化係数をみると、「家具・装備品」（5.1）、「木材・

木製品」（3.0）、「化学工業」（2.1）の値が大きく、特に「木材・木製品」と「家具・装

備品」は、徳島県や四国４県を大きく上回っている。 

 

図表II-２２ 全国に対する徳島市・徳島県・四国４県の事業所数の特化係数 
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（注）特化係数とは、ある地域の事業所数や従業者数等の産業別構成比を、同様の全国の構成比と比較した係

数であり、１を超えている場合、当該産業が特化しているといえる。 
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全国を１とした場合の従業者数の特化係数をみると、値が大きい業種は事業所数と同

様の傾向を示しているが、特に値が大きいのは「化学工業」（6.9）と「家具・装備品」（5.2）

となっており、徳島県や四国４県を大きく上回っている。 

 

図表II-２３ 全国に対する徳島市・徳島県・四国４県の従業者数の特化係数 
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構成比が上位の業種について、過去 10 年間の変化をみると、事業所数では、平成 12

年、17 年に１位であった「家具・装備品製造業」に代わって、平成 22年には「食料品製

造業」が１位になっている。 

一方、従業者数、製造品出荷額等では、いずれの時点でも化学工業が１位であり、従

業者数の約３割を占めているほか、製造品出荷額等の構成比は徐々に拡大し、平成 22 年

には７割を超える水準となっている。 

 

図表II-２４ 事業所数の構成比が上位の業種の推移 

（単位：事業所）
平成12年 平成17年 平成22年

業種（産業中分類） 事業所数 構成比 業種（産業中分類） 事業所数 構成比 業種（産業中分類） 事業所数 構成比
１位家具・装備品製造業 144 21.9% 家具・装備品製造業 98 19.1% 食料品製造業 87 21.6%
２位食料品製造業 102 15.5% 食料品製造業 88 17.1% 家具・装備品製造業 60 14.9%
３位木材・木製品製造業 83 12.6% 木材・木製品製造業 52 10.1% 金属製品製造業 36 9.0%
４位金属製品製造業 58 8.8% 金属製品製造業 47 9.1% 木材・木製品製造業 35 8.7%
５位一般機械器具製造業 52 7.9% 一般機械器具製造業 41 8.0% 繊維工業 32 8.0%  

 

図表II-２５ 従業者数の構成比が上位の業種の推移 

（単位：人）
平成12年 平成17年 平成22年

業種（産業中分類） 従業者数 構成比 業種（産業中分類） 従業者数 構成比 業種（産業中分類） 従業者数 構成比
１位化学工業 4,057 28.1% 化学工業 3,557 28.5% 化学工業 3,347 30.8%
２位家具・装備品製造業 1,901 13.2% 食料品製造業 1,909 15.3% 食料品製造業 1,819 16.8%
３位食料品製造業 1,663 11.5% 家具・装備品製造業 1,219 9.8% 繊維工業 792 7.3%
４位印刷・同関連業 1,317 9.1% 印刷・同関連業 846 6.8% 印刷・同関連業 783 7.2%

５位
衣服・その他の繊維
製品製造業

1,085 7.5%
衣服・その他の繊維
製品製造業

804 6.4% 家具・装備品製造業 724 6.7%
 

 

図表II-２６ 製造品出荷額等の構成比が上位の業種の推移 

（単位：百万円）
平成12年 平成17年 平成22年

業種（産業中分類）
製造品
出荷額等

構成比 業種（産業中分類）
製造品
出荷額等

構成比 業種（産業中分類）
製造品
出荷額等

構成比

１位化学工業 225,287 58.5% 化学工業 277,671 64.7% 化学工業 360,385 73.8%
２位印刷・同関連業 27,861 7.2% 食料品製造業 26,420 6.2% 食料品製造業 21,882 4.5%

３位食料品製造業 27,134 7.0%
飲料・飼料・たばこ
製造業

20,402 4.8%
飲料・飼料・たばこ
製造業

19,651 4.0%

４位家具・装備品製造業 23,557 6.1% 家具・装備品製造業 14,923 3.5%
パルプ・紙・紙加工
品製造業

12,498 2.6%

５位木材・木製品製造業 18,858 4.9% 木材・木製品製造業 14,757 3.4% 木材・木製品製造業 11,021 2.3%  

（資料）経済産業省「工業統計調査」 
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従業員規模別に過去８年間の変化をみると、事業所数では、従業員数 30人未満の小規

模な事業所での減少が著しく、従業者数でも減少幅が比較的大きくなっている。 

一方、製造品出荷額等では、従業員数 300 人以上の大規模事業所での増加が著しく、

従業者一人あたりで見ても同様の傾向にある。 

 

図表II-２７ 従業員規模別の推移 

【事業所数】 【従業者数】 
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【製造品出荷額等】 【製造品出荷額等（従業者一人あたり）】 
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５．商業（小売業） 

（1）小売業の現状 

小売業の直近 10年間の変化をみると、事業所数、従業者数、年間商品販売額は減少傾

向にあり、10 年間で事業所数は約 30％、従業者数は約 10％、年間商品販売額では約 20％

減少している。 

また、時系列で推移をみると、徳島県とも概ね同様の傾向を示している。 
 

図表II-２８ 小売業の推移 

（単位：事業所、人、百万円、㎡）
実数 増減 増減率

平成9年 平成14年 平成19年 9→14 14→19 9→19 9→14 14→19 9→19
事業所数 4,212 3,600 2,822 -612 -778 -1,390 -14.5% -21.6% -33.0%
従業者数 19,059 19,487 17,133 428 -2,354 -1,926 2.2% -12.1% -10.1%
年間商品販売額 363,632 331,211 301,776 -32,421 -29,435 -61,856 -8.9% -8.9% -17.0%
売場面積 348,385 361,726 354,626 13,341 -7,100 6,241 3.8% -2.0% 1.8%  

 

図表II-２９ 事業所数の推移 
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図表II-３０ 従業者数の推移 
�

19,059
21,194 19,487 18,814 17,133

49,502
53,325 52,807

49,080
46,534

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成9 11 14 16 19 （年）

（人）

徳島県

徳島市

 
（資料）経済産業省「商業統計調査」 



 34 

図表II-３１ 商品販売額の推移 
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図表II-３２ 売場面積の推移 
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全国を１とした場合の事業所数の特化係数をみると、「呉服・服地・寝具」、「男子服」

（いずれも 1.4）の値が大きい。また、「百貨店、総合スーパー」(0.9)については、１を

下回るものの、徳島県および四国４県と比較して値が大きくなっている。 

 

図表II-３３ 全国に対する徳島市・徳島県・四国４県の事業所数の特化係数 
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全国を１とした場合の従業者数の特化係数をみると、「写真機・写真材料」（2.0）、「呉

服・服地・寝具」（1.7）の値が大きい。また、「百貨店、総合スーパー」(0.9)について

は、１を下回るものの、徳島県と比較して大幅に値が大きくなっている。 

 

図表II-３４ 全国に対する徳島市・徳島県・四国４県の従業者数の特化係数 
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業種別に過去 10年間の変化をみると、順位の多少の変動はあるものの、構成比の大幅

な変化は見られないことがわかる。 

 

図表II-３５ 事業所数の業種ごとの構成比の推移 

（単位：事業所）
平成9年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

飲食料品 1,420 33.7% その他の小売業 1,219 33.9% その他の小売業 1,028 36.4%
その他の小売業 1,358 32.2% 飲食料品 1,167 32.4% 飲食料品 866 30.7%
織物・衣服・身の回り品 759 18.0% 織物・衣服・身の回り品 623 17.3% 織物・衣服・身の回り品 479 17.0%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

389 9.2%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

328 9.1%
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機械器具

257 9.1%

自動車・自転車 275 6.5% 自動車・自転車 250 6.9% 自動車・自転車 186 6.6%
各種商品小売業 11 0.3% 各種商品小売業 13 0.4% 各種商品小売業 6 0.2%  

 

図表II-３６ 従業者数の業種ごとの構成比の推移 

（単位：人）
平成9年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
従業
者数
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比

業種（産業中分類）
従業
者数

構成
比

業種（産業中分類）
従業
者数

構成
比

飲食料品 6,279 32.9% 飲食料品 6,725 34.5% 飲食料品 6,229 36.4%
その他の小売業 5,697 29.9% その他の小売業 5,851 30.0% その他の小売業 5,326 31.1%
織物・衣服・身の回り品 2,560 13.4% 織物・衣服・身の回り品 2,284 11.7% 自動車・自転車 1,775 10.4%
自動車・自転車 2,001 10.5% 自動車・自転車 2,000 10.3% 織物・衣服・身の回り品 1,709 10.0%
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各種商品小売業 1,011 5.3% 各種商品小売業 1,047 5.4% 各種商品小売業 817 4.8%  

 

図表II-３７ 商品販売額の業種ごとの構成比の推移 
（単位：百万円）
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業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

その他の小売業 94,376 26.0% その他の小売業 88,329 26.7% その他の小売業 88,126 29.2%
飲食料品 84,840 23.3% 飲食料品 85,012 25.7% 飲食料品 81,107 26.9%
各種商品小売業 60,574 16.7% 自動車・自転車 54,448 16.4% 自動車・自転車 50,792 16.8%
自動車・自転車 56,632 15.6% 各種商品小売業 38,922 11.8% 各種商品小売業 29,162 9.7%

織物・衣服・身の回り品 39,811 10.9%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

33,482 10.1%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

28,565 9.5%

家具・じゅう器・家庭用
機械器具

27,400 7.5% 織物・衣服・身の回り品 31,017 9.4% 織物・衣服・身の回り品 24,022 8.0%
 

 

図表II-３８ 売場面積の業種ごとの構成比の推移 
（単位：㎡）

平成9年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
売場
面積

構成
比

業種（産業中分類）
売場
面積

構成
比

業種（産業中分類）
売場
面積

構成
比

飲食料品 89,259 25.6% 飲食料品 95,243 26.3% その他の小売業 103,871 29.3%
その他の小売業 78,969 22.7% その他の小売業 86,205 23.8% 飲食料品 94,917 26.8%
織物・衣服・身の回り品 67,229 19.3% 織物・衣服・身の回り品 64,713 17.9% 織物・衣服・身の回り品 57,583 16.2%

各種商品小売業 52,742 15.1%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

54,610 15.1%
家具・じゅう器・家庭用
機械器具

47,003 13.3%

家具・じゅう器・家庭用
機械器具

48,665 14.0% 各種商品小売業 49,690 13.7% 各種商品小売業 42,165 11.9%

自動車・自転車 11,521 3.3% 自動車・自転車 11,265 3.1% 自動車・自転車 9,087 2.6%  
（資料）経済産業省「商業統計調査」 
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（2）小売吸引力 

平成 9年と平成 19 年における徳島市の小売吸引力を比較すると、10年間で 0.1 ポイン

トマイナスになっており、程度は小さいものの、購買が市外に流出していることがわか

る。 
 

図表II-３９ 小売吸引力 

平成9年 平成19年
徳島市の小売吸引力 1.34 1.24  

 

徳島市の小売商業販売額   徳島市の人口 

（注）小売吸引力＝ ――――――――-―― × ―――――― 

徳島県の小売商業販売額   徳島県の人口 

（資料）経済産業省「商業統計調査」、 

徳島県推計人口（平成９年 1月、平成１９年 6月）より作成 

 

 

（3）内町地区・新町地区の小売業の現状 

内町地区・新町地区の小売業の事業所数、従業者数、商品販売額は、平成６年以降減

少を続けている。 

売場面積については、内町地区で平成 14年まで増加傾向にあったが、減少に転じてお

り、新町地区では平成６年以降減少を続けている。 

 

図表II-４０ 事業所数の推移 
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図表II-４１ 従業者数の推移 
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図表II-４２ 商品販売額の推移 
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図表II-４３ 売場面積の推移 
�

61,234

54,934

42,828

36,028

28,218

17,396

65,18664,233

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成6 9 14 19 （年）

（㎡）

内町地区

新町地区

 
（資料）徳島市「統計年報」 
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徳島市に立地する大型小売店は以下のとおりであり、2,000 ㎡未満の店舗が約半数とな

っている。 

 

図表II-４４ 大型小売店立地状況 
№ 名称 出店年月 売場面積 業態 備考
1 とくしまＣＩＴＹ 昭和47年 9月 5,273㎡ 寄合百貨店 （注１）
2 ミネ衣料品店 昭和48年 10月 1,389㎡ 専門店
3 鳴門ショッピングセンター（キョーエイ鳴門駅前店） 昭和49年 4月 6,048㎡ スーパー 鳴門市
4 家具の坂井 昭和49年 9月 6,714㎡ 専門店
5 サンリバー田宮ショッピングセンター 昭和54年 3月 1,495㎡ 専門店
6 マルヨシセンター国府店 昭和54年 6月 1,499㎡ 食品スーパー
7 キョーエイ住吉店 昭和55年 7月 1,498㎡ スーパー
8 ヴィレッジカキハラ 昭和57年 7月 3,137㎡ スーパー
9 徳島駅前西市街地再開発ビル（そごう徳島店） 昭和58年 10月 27,000㎡ 百貨店

10 愛桐家具店 昭和59年 9月 2,338㎡ 専門店
11 ホームキーパーデコール沖浜店 昭和60年 3月 1,489㎡ ホームセンター
12 小松島Ｓデパート（キョーエイ小松島店） 昭和61年 4月 5,073㎡ スーパー 小松島市
13 小松島ショッピングプラザ（キョーエイ小松島ルピア店） 昭和63年 3月 9,063㎡ スーパー 小松島市
14 ホームキーパーデコール川内店 昭和63年 4月 1,989㎡ ホームセンター
15 ケイー・ツー北島店 平成元年 7月 6,356㎡ ホームセンター 北島町
16 アレックススッポーツ沖浜店 平成2年 10月 2,195㎡ 専門店
17 ダイキ徳島店 平成4年 3月 2,264㎡ ホームセンター
18 マルヨシセンター八万店 平成4年 10月 1,379㎡ 食品スーパー
19 徳島ターミナルビル（クレメントプラザ） 平成5年 4月 12,065㎡ 寄合百貨店
20 スーパーセブン国府店 平成5年 5月 1,482㎡ スーパー
21 ショッピングプラザ・タクトＡ棟（キョーエイタクト店） 平成6年 11月 8,990㎡ スーパー
22 パワーシティ鳴門（マルナカパワーシティ鳴門） 平成8年 4月 7,751㎡ スーパー 鳴門市
23 ママの店田宮店 平成8年 10月 1,813㎡ スーパー
24 イオンタウン北島（ザ・ビッグ北島店） 平成9年 9月 5,071㎡ スーパー 北島町
25 フレシアとくしま（ササクラスポーツ本店） 平成10年 11月 1,658㎡ 専門店
26 キョーエイ沖浜店 平成13年 11月 3,813㎡ スーパー
27 フジグラン北島 平成13年 11月 18,828㎡ ショッピングセンター 北島町
28 ダイキ万代店 平成14年 6月 3,220㎡ ホームセンター
29 ケーズデンキ徳島沖洲店 平成14年 9月 4,400㎡ 専門店
30 スーパーセンターマルナカ徳島店，ベスト電器徳島店 平成15年 12月 16,433㎡ ショッピングセンター
31 チャーリー沖浜店 平成17年 3月 1,815㎡ 専門店
32 フジグラン石井・西エリア 平成18年 3月 14,071㎡ スーパー 石井町
33 ホームセンターコーナン徳島藍住店 平成18年 9月 22,553㎡ ホームセンター 藍住町
34 アクロスプラザ徳島大松（キリン堂大松店） 平成18年 10月 2,832㎡ 専門店
35 ヤマダ電機テックランド徳島本店 平成19年 2月 6,950㎡ 専門店
36 デイリーマート津田店 平成19年 4月 2,271㎡ 食品スーパー
37 ノヴィル藍住（ケーズデンキ藍住店） 平成19年 7月 6,840㎡ 専門店 藍住町
38 ホームセンターコーナン徳島小松島店，しまむら・アベイル小松島店 平成20年 1月 8,392㎡ ホームセンター 小松島市
39 ニトリ徳島南店 平成20年 7月 5,193㎡ 専門店
40 ファミリー両国国府店 平成21年 11月 1,567㎡ スーパー
41 ホームプラザナフコ鳴門店 平成22年 4月 6,670㎡ ホームセンター 鳴門市
42 ニトリ徳島北店 平成22年 4月 5,106㎡ 専門店 松茂町
43 ディスカウントドラッグコスモス国府店 平成23年 6月 1,215㎡ 専門店
44 ディスカウントドラッグコスモス八万店 平成23年 11月 1,655㎡ 専門店
45 ゆめタウン徳島 平成23年 11月 40,000㎡ ショッピングセンター 藍住町
46 ディスカウントドラッグコスモス北佐古店 平成24年 3月 1,324㎡ 専門店
47 ホームセンターコーナン徳島住吉店 平成24年 4月 3,775㎡ ホームセンター
48 主婦の店西須賀店，ドラッグセガミ西須賀店 平成24年 4月 1,158㎡ スーパー
49 スーパーセブン安宅店 平成24年 8月 1,616㎡ スーパー
50 キョーエイ福島店 平成24年 9月 1,161㎡ スーパー
51 キョーエイ佐古店 ― 4,614㎡ スーパー
52 コープ住吉 ― 1,165㎡ スーパー  
（注）周辺市町は 5,000㎡以上の店舗を抽出。 

（注１）とくしまＣＩＴＹは平成 25年 7月 21日に閉店。 

（資料）東洋経済新報社「全国大型小売店総覧 2013」 
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小売業の事業所数、従業者数を従業者規模別にみると、いずれの業種でも、事業所数

では従業者数が１～４人の事業所が最も多く、各種商品小売業以外の業種では、６割～

８割程度を占める。 

 

図表II-４５ 産業中分類別の従業者規模別事業所数・従業者数 

事業所数 従業者数
実数 構成比 実数 構成比

総数 3,051 18,176
１～４人 2 40.0% 4 1.0%
５～９人 1 20.0% 9 2.3%
10～29人 1 20.0% 18 4.7%
30～99人 - - - -
100人以上 1 20.0% 356 92.0%
１～４人 334 76.4% 756 40.6%
５～９人 79 18.1% 499 26.8%
10～29人 19 4.3% 287 15.4%
30～99人 4 0.9% 196 10.5%
100人以上 1 0.2% 124 6.7%
１～４人 646 70.4% 1,410 22.3%
５～９人 110 12.0% 688 10.9%
10～29人 123 13.4% 1,719 27.2%
30～99人 34 3.7% 1,699 26.9%
100人以上 5 0.5% 803 12.7%
１～４人 289 68.6% 662 23.9%
５～９人 80 19.0% 523 18.9%
10～29人 33 7.8% 451 16.3%
30～99人 16 3.8% 793 28.6%
100人以上 3 0.7% 345 12.4%
１～４人 819 66.4% 1,798 27.3%
５～９人 252 20.4% 1,606 24.3%
10～29人 143 11.6% 2,317 35.1%
30～99人 18 1.5% 766 11.6%
100人以上 1 0.1% 109 1.7%
１～４人 30 81.1% 53 22.3%
５～９人 2 5.4% 14 5.9%
10～29人 2 5.4% 25 10.5%
30～99人 3 8.1% 146 61.3%
100人以上 - - - -

産業中分類 従業者規模

織物・衣服
・身の回り品
小売業

各種商品
小売業

飲食料品
小売業

機械器具
小売業

その他の
小売業

無店舗
小売業

 

（ 注 ）事業所数に派遣従業者のみの事業所は含まない。 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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従業員規模別に事業所数の過去５年間の変化をみると、従業員数が０～４人の事業所

での減少幅が著しく大きいことがわかる。 

 

図表II-４６ 従業者規模別事業所数の推移 
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（資料）徳島市商業統計調査結果 
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６．商業（卸売業） 

卸売業の直近 10年間の変化をみると、事業所数、従業者数、年間商品販売額は減少傾

向にあり、10 年間でいずれも約 30％減少している。 

また、時系列で推移をみると、徳島県とも概ね同様の傾向を示している。 

 

図表II-４７ 卸売業の推移 
（単位：事業所、人、百万円）

実数 増減 増減率
平成9年 平成14年 平成19年 9→14 14→19 9→19 9→14 14→19 9→19

事業所数 1,500 1,271 1,062 -229 -209 -438 -15.3% -16.4% -29.2%
従業者数 14,736 12,989 10,643 -1,747 -2,346 -4,093 -11.9% -18.1% -27.8%
年間商品販売額 985,346 762,335 696,108 -223,011 -66,227 -289,238 -22.6% -8.7% -29.4% 
 

図表II-４８ 事業所数の推移 
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図表II-４９ 従業者数の推移 
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図表II-５０ 商品販売額の推移 
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（資料）経済産業省「商業統計調査」 

 

全国を１とした場合の事業所数の特化係数をみると、「医薬品・化粧品」（1.5）、「各種

商品卸売業」（1.3）の値が大きくなっている。 

 

図表II-５１ 全国に対する徳島市の事業所数の特化係数 
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（資料）経済産業省「商業統計調査」 
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全国を１とした場合の従業者数の特化係数をみると、「農畜産物・水産品」（1.6）、「医

薬品・化粧品」（1.5）の値が大きくなっているが、「農畜産物・水産物」の特化係数は、

徳島県を下回る水準である。 

 

図表II-５２ 全国に対する徳島市の従業者数の特化係数 
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（資料）経済産業省「商業統計調査」 
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業種別に過去 10年間の変化をみると、順位の多少の変動はあるものの、構成比の大幅

な変化は見られないことがわかる。 
 

図表II-５３ 事業所数の業種ごとの構成比の推移 

（単位：事業所）
平成９年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

業種（産業中分類）
事業
所数

構成
比

建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

355 23.7% その他の卸売業 320 25.2% 飲食料品卸売業 270 25.4%

機械器具卸売業 355 23.7% 機械器具卸売業 291 22.9% その他の卸売業 253 23.8%
その他の卸売業 342 22.8% 飲食料品卸売業 290 22.8% 機械器具卸売業 233 21.9%

飲食料品卸売業 328 21.9%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

276 21.7%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

230 21.7%

繊維・衣服等卸売業 117 7.8% 繊維・衣服等卸売業 91 7.2% 繊維・衣服等卸売業 71 6.7%
各種商品卸売業 3 0.2% 各種商品卸売業 3 0.2% 各種商品卸売業 5 0.5%  

 

図表II-５４ 従業者数の業種ごとの構成比の推移 

（単位：人）
平成９年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
従業
者数

構成
比

業種（産業中分類）
従業
者数

構成
比

業種（産業中分類）
従業
者数

構成
比

飲食料品卸売業 3,746 25.6% 飲食料品卸売業 3,542 27.3% 飲食料品卸売業 2,904 27.3%
機械器具卸売業 3,576 24.4% その他の卸売業 3,283 25.3% その他の卸売業 2,746 25.8%
その他の卸売業 3,536 24.2% 機械器具卸売業 2,821 21.7% 機械器具卸売業 2,407 22.6%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

3,030 20.7%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

2,693 20.7%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

2,101 19.7%

繊維・衣服等卸売業 747 5.1% 繊維・衣服等卸売業 623 4.8% 繊維・衣服等卸売業 448 4.2%
各種商品卸売業 0 0.0% 各種商品卸売業 27 0.2% 各種商品卸売業 37 0.3%  

 

図表II-５５ 商品販売額の業種ごとの構成比の推移 

（単位：百万円）
平成９年 平成14年 平成19年

業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

業種（産業中分類）
年間商品
販売額

構成
比

飲食料品卸売業 372,525 37.9% 飲食料品卸売業 272,335 36.6% 飲食料品卸売業 254,545 36.6%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

220,894 22.5%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

166,841 22.4%
建築材料等，鉱物・
金属材料等卸売業

180,073 25.9%

機械器具卸売業 182,036 18.5% その他の卸売業 161,622 21.7% その他の卸売業 128,253 18.4%
その他の卸売業 180,841 18.4% 機械器具卸売業 141,492 19.0% 機械器具卸売業 119,822 17.2%
繊維・衣服等卸売業 26,858 2.7% 各種商品卸売業 898 0.1% 繊維・衣服等卸売業 12,402 1.8%
各種商品卸売業 0 0.0% 繊維・衣服等卸売業 0 0.0% 各種商品卸売業 1,012 0.1%  
（資料）経済産業省「商業統計調査」 
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卸売業の事業所数、従業者数を従業者規模別にみると、各種商品卸売業を除き、いず

れの業種でも、事業所数では従業者数が１～４人の事業所が最も多く、約半数を占めて

いる。 
 

図表II-５６ 産業中分類別の従業者規模別事業所数・従業者数 

事業所数 従業者数
実数 構成比 実数 構成比

総数 1,240 12,047
１～４人 - - - -
５～９人 - - - -
10～29人 1 100.0% 17 100.0%
30～99人 - - - -
100人以上 - - - -
１～４人 54 62.8% 140 27.1%
５～９人 17 19.8% 106 20.5%
10～29人 12 14.0% 142 27.5%
30～99人 3 3.5% 128 24.8%
100人以上 - - - -
１～４人 112 41.0% 276 8.7%
５～９人 69 25.3% 477 15.0%
10～29人 72 26.4% 1,183 37.3%
30～99人 17 6.2% 849 26.8%
100人以上 3 1.1% 385 12.1%
１～４人 113 47.1% 254 11.1%
５～９人 58 24.2% 381 16.6%
10～29人 49 20.4% 777 33.9%
30～99人 20 8.3% 883 38.5%
100人以上 - - - -
１～４人 142 44.2% 376 12.9%
５～９人 103 32.1% 668 22.9%
10～29人 55 17.1% 848 29.1%
30～99人 21 6.5% 1,025 35.1%
100人以上 - - - -
１～４人 173 54.2% 424 13.5%
５～９人 75 23.5% 517 16.5%
10～29人 51 16.0% 752 24.0%
30～99人 16 5.0% 778 24.8%
100人以上 4 1.3% 661 21.1%

産業中分類 従業者規模

機械器具
卸売業

その他の
卸売業

各種商品
卸売業

繊維・衣服等
卸売業

飲食料品
卸売業

建築材料，
鉱物・金属材料
等卸売業

 
（ 注 ）事業所数に派遣従業者のみの事業所は含まない。 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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従業員規模別に事業所数の過去５年間の変化をみると、従業員数が 50人未満の事業所

の減少幅が比較的大きいことがわかる。 
 

図表II-５７ 従業者規模別事業所数の推移 
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（資料）徳島市商業統計調査結果 
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７．サービス業 

全国を１とした場合のサービス業の特化係数をみると、事業所数では産業中分類ベー

スの「水運業」（2.07）、従業者数では「放送業」（2.49）と「水運業」（2.01）の値が大

きくなっているが、産業大分類ベースでは、概ね１に近い値か、１を下回る水準になっ

ている。 
 

図表II-５８ 全国に対する徳島市の事業所数の特化係数 
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（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 

 

図表II-５９ 全国に対する徳島市の従業者数の特化係数 
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（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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図表II-６０ 産業中分類別の事業所数特化係数 

産業分類 徳島市 徳島県 四国４県 全国
電気・ガス・熱供給・水道業 0.88 1.49 1.30 1.00
電気業 1.24 2.29 1.78 1.00
ガス業 1.12 0.48 0.82 1.00
熱供給業 － － 0.13 1.00
水道業 0.77 1.39 1.24 1.00

情報通信業 0.76 0.53 0.64 1.00
通信業 1.28 1.18 1.34 1.00
放送業 1.50 1.72 1.21 1.00
情報サービス業 0.66 0.37 0.51 1.00
インターネット附随サービス業 0.69 0.47 0.52 1.00
映像・音声・文字情報制作業 0.68 0.43 0.55 1.00

運輸業，郵便業 0.63 0.91 1.02 1.00
鉄道業 0.51 0.72 0.70 1.00
道路旅客運送業 0.78 0.94 0.97 1.00
道路貨物運送業 0.57 0.82 0.93 1.00
水運業 2.07 4.22 5.02 1.00
航空運輸業 0.42 0.36 0.79 1.00
倉庫業 0.55 0.51 0.58 1.00
運輸に附帯するサービス業 0.45 0.50 0.85 1.00
郵便業（信書便事業を含む） 0.37 2.28 1.55 1.00

金融業，保険業 1.29 1.09 1.12 1.00
銀行業 1.73 1.81 1.55 1.00
協同組織金融業 0.54 0.59 0.96 1.00
クレジットカード業等非預金信用機関 1.65 0.86 1.05 1.00
金融商品取引業，商品先物取引業 1.02 0.91 0.68 1.00
補助的金融業等 1.67 0.81 1.05 1.00
保険業（保険媒介代理業等を含む） 1.27 1.05 1.09 1.00

不動産業，物品賃貸業 1.18 0.85 0.84 1.00
不動産取引業 1.11 0.80 0.84 1.00
不動産賃貸業・管理業 1.23 0.86 0.82 1.00
物品賃貸業 0.96 0.94 1.02 1.00

学術研究，専門・技術サービス業 1.02 0.83 0.85 1.00
学術・開発研究機関 1.40 1.08 0.86 1.00
専門サービス業 0.97 0.75 0.78 1.00
広告業 0.96 0.56 0.65 1.00
技術サービス業 1.05 0.94 0.95 1.00

宿泊業，飲食サービス業 1.04 0.94 0.97 1.00
宿泊業 0.72 1.02 0.98 1.00
飲食店 1.08 0.91 0.96 1.00
持ち帰り・配達飲食サービス業 0.83 1.22 1.19 1.00

生活関連サービス業，娯楽業 0.93 1.11 1.08 1.00
洗濯・理容・美容・浴場業 0.96 1.18 1.13 1.00
その他の生活関連サービス業 0.81 0.88 0.91 1.00
娯楽業 0.86 0.92 0.97 1.00

教育，学習支援業 0.91 1.12 1.07 1.00
学校教育 0.74 1.40 1.22 1.00
その他の教育，学習支援業 0.97 1.03 1.02 1.00

医療，福祉 0.99 1.09 1.05 1.00
医療業 1.02 1.03 0.98 1.00
保健衛生 1.05 1.11 1.23 1.00
社会保険・社会福祉・介護事業 0.93 1.21 1.18 1.00

複合サービス事業 0.69 1.46 1.65 1.00
郵便局 0.72 1.39 1.36 1.00
協同組合（他に分類されないもの） 0.64 1.59 2.15 1.00

サービス業（他に分類されないもの） 1.03 1.13 1.09 1.00
廃棄物処理業 0.66 1.13 1.30 1.00
自動車整備業 1.15 1.48 1.24 1.00
機械等修理業（別掲を除く） 0.90 0.81 1.05 1.00
職業紹介・労働者派遣業 0.90 0.72 0.67 1.00
その他の事業サービス業 0.91 0.69 0.75 1.00
政治・経済・文化団体 1.75 1.25 1.15 1.00
宗教 0.86 1.43 1.28 1.00
その他のサービス業 0.83 1.12 1.34 1.00  

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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図表II-６１ 産業中分類別の従業者数特化係数 

産業分類 徳島市 徳島県 四国４県 全国
電気・ガス・熱供給・水道業 0.98 1.05 1.09 1.00
電気業 1.19 1.32 1.28 1.00
ガス業 0.54 0.26 0.61 1.00
熱供給業 － － 0.05 1.00
水道業 0.87 1.00 1.03 1.00

情報通信業 0.73 0.43 0.48 1.00
通信業 1.04 0.75 1.26 1.00
放送業 2.49 1.52 1.23 1.00
情報サービス業 0.48 0.27 0.30 1.00
インターネット附随サービス業 0.41 0.24 0.26 1.00
映像・音声・文字情報制作業 1.14 0.57 0.52 1.00

運輸業，郵便業 0.63 0.81 0.95 1.00
鉄道業 0.65 0.64 0.73 1.00
道路旅客運送業 1.01 0.90 0.93 1.00
道路貨物運送業 0.49 0.82 1.01 1.00
水運業 2.01 3.75 4.72 1.00
航空運輸業 0.01 0.03 0.15 1.00
倉庫業 0.34 0.30 0.39 1.00
運輸に附帯するサービス業 0.52 0.47 0.63 1.00
郵便業（信書便事業を含む） 0.83 1.04 1.03 1.00

金融業，保険業 1.40 1.05 1.04 1.00
銀行業 1.99 1.55 1.36 1.00
協同組織金融業 0.66 0.57 0.84 1.00
クレジットカード業等非預金信用機関 0.71 0.37 0.54 1.00
金融商品取引業，商品先物取引業 1.01 0.61 0.51 1.00
補助的金融業等 1.35 0.66 0.71 1.00
保険業（保険媒介代理業等を含む） 1.42 1.09 1.10 1.00

不動産業，物品賃貸業 1.00 0.80 0.79 1.00
不動産取引業 0.75 0.58 0.70 1.00
不動産賃貸業・管理業 1.13 0.86 0.78 1.00
物品賃貸業 0.93 0.87 0.91 1.00

学術研究，専門・技術サービス業 0.97 0.77 0.75 1.00
学術・開発研究機関 0.72 0.51 0.42 1.00
専門サービス業 0.98 0.71 0.69 1.00
広告業 0.50 0.31 0.51 1.00
技術サービス業 1.12 0.99 0.95 1.00

宿泊業，飲食サービス業 1.01 0.94 0.95 1.00
宿泊業 0.87 1.08 1.07 1.00
飲食店 1.00 0.88 0.90 1.00
持ち帰り・配達飲食サービス業 1.22 1.22 1.16 1.00

生活関連サービス業，娯楽業 1.14 1.10 1.00 1.00
洗濯・理容・美容・浴場業 0.93 1.01 1.07 1.00
その他の生活関連サービス業 0.93 0.83 0.92 1.00
娯楽業 1.51 1.34 0.96 1.00

教育，学習支援業 0.92 1.03 1.05 1.00
学校教育 0.92 1.08 1.13 1.00
その他の教育，学習支援業 0.93 0.91 0.86 1.00

医療，福祉 1.15 1.40 1.35 1.00
医療業 1.31 1.50 1.38 1.00
保健衛生 1.06 0.88 1.24 1.00
社会保険・社会福祉・介護事業 0.94 1.30 1.32 1.00

複合サービス事業 0.68 1.79 2.02 1.00
郵便局 0.80 1.48 1.44 1.00
協同組合（他に分類されないもの） 0.59 2.02 2.45 1.00

サービス業（他に分類されないもの） 1.05 0.87 0.84 1.00
廃棄物処理業 1.07 1.37 1.29 1.00
自動車整備業 1.19 1.47 1.21 1.00
機械等修理業（別掲を除く） 0.51 0.67 0.86 1.00
職業紹介・労働者派遣業 0.95 0.59 0.55 1.00
その他の事業サービス業 1.07 0.73 0.75 1.00
政治・経済・文化団体 1.84 1.30 1.12 1.00
宗教 0.84 1.49 1.31 1.00
その他のサービス業 0.72 0.84 1.31 1.00  

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 
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従業者規模別にみると、いずれの業種でも、従業員規模の小さい事業所の割合が高く

なっている。 

図表II-６２ 産業大分類別の従業者規模別事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）事業所数に派遣従業者のみの事業所は含まない。 

（資料）総務省「平成 21年経済センサス-基礎調査」 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

総数 12,519 98,450 １～４人 1,556 65.1% 3,337 21.6%
１～４人 7 35.0% 20 2.5% ５～９人 418 17.5% 2,752 17.8%
５～９人 - - - - 10～29人 355 14.9% 5,568 36.0%
10～29人 6 30.0% 97 12.2% 30～99人 50 2.1% 2,184 14.1%
30～99人 5 25.0% 248 31.3% 100人以上 10 0.4% 1,619 10.5%
100人以上 2 10.0% 428 54.0% １～４人 1,123 79.5% 1,946 23.1%
１～４人 72 40.9% 184 5.4% ５～９人 146 10.3% 931 11.0%
５～９人 52 29.5% 326 9.6% 10～29人 106 7.5% 1,780 21.1%
10～29人 30 17.0% 460 13.5% 30～99人 34 2.4% 1,570 18.6%
30～99人 15 8.5% 685 20.2% 100人以上 4 0.3% 2,214 26.2%
100人以上 7 4.0% 1,741 51.3% １～４人 364 60.4% 635 8.3%
１～４人 74 27.1% 159 2.6% ５～９人 90 14.9% 616 8.1%
５～９人 51 18.7% 349 5.7% 10～29人 83 13.8% 1,389 18.2%
10～29人 89 32.6% 1,536 25.3% 30～99人 57 9.5% 2,974 39.1%
30～99人 51 18.7% 2,520 41.5% 100人以上 9 1.5% 2,001 26.3%
100人以上 8 2.9% 1,515 24.9% １～４人 371 33.9% 926 4.7%
１～４人 117 33.8% 255 4.3% ５～９人 321 29.4% 2,142 10.9%
５～９人 83 24.0% 544 9.1% 10～29人 273 25.0% 4,663 23.8%
10～29人 98 28.3% 1,705 28.6% 30～99人 96 8.8% 5,016 25.6%
30～99人 44 12.7% 2,012 33.8% 100人以上 32 2.9% 6,865 35.0%
100人以上 4 1.2% 1,437 24.1% １～４人 26 33.3% 71 9.6%
１～４人 1,240 29.1% 2,368 19.4% ５～９人 31 39.7% 188 25.5%
５～９人 123 2.9% 771 6.3% 10～29人 19 24.4% 298 40.4%
10～29人 51 1.2% 735 6.0% 30～99人 1 1.3% 70 9.5%
30～99人 2,851 66.8% 8,356 68.3% 100人以上 1 1.3% 110 14.9%
100人以上 - - - - １～４人 747 66.3% 1,585 12.0%
１～４人 489 66.4% 1,093 22.2% ５～９人 177 15.7% 1,143 8.7%
５～９人 151 20.5% 972 19.7% 10～29人 122 10.8% 1,879 14.2%
10～29人 67 9.1% 1,036 21.0% 30～99人 53 4.7% 2,764 20.9%
30～99人 25 3.4% 1,252 25.4% 100人以上 28 2.5% 5,841 44.2%
100人以上 4 0.5% 569 11.6%

従業者規模

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連
サービス業，
娯楽業

産業大分類 従業者規模

電気・ガス・
熱供給・水道業

情報通信業

産業大分類

運輸業，
郵便業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

サービス業
（他に分類されな
いもの）

複合サービス事
業

医療，福祉

教育，
学習支援業

学術研究，
専門・技術
サービス業
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８．農林漁業 

（1）徳島市中央卸売市場の概況 

徳島市中央卸売市場における取扱数量の総数と取扱金額の総額は減少の一途をたどっ

ており、特に数量については、青果部では平成 21 年から平成 22 年にかけて、水産物部

でも平成 21 年から平成 22 年にかけての落ち込みが大きい。 

 

図表II-６３ 青果部・水産物部の取扱量 
�
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図表II-６４ 青果部・水産物部の取扱金額 
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（資料）徳島市中央卸売市場「市場年報」 
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（2）農業の現状 

徳島市では、総農家数、販売農家数、基幹的農業従事者数、経営耕地面積のいずれも

が減少傾向にあるが、徳島県、全国についても同様の傾向がみられる。 
 

図表II-６５ 農家戸数、基幹的農業従事者1数、農業経営体2数、経営耕地面積3の推移 

 
【総農家数】 

  

4,575

4,072

3,691

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

徳島市

（戸）

平成12年

平成17年

平成22年

 

�

42,094

38,775

35,797

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

徳島県

（戸）

平成12年

平成17年

平成22年

 

�

3,120,215

2,848,166

2,527,948

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

全国

（戸）

平成12年

平成17年

平成22年

  
 
 
【販売農家数】 
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1 基幹的農業従事者：農業就業人口のうち、調査期日前１年間の普段の主な状態が「仕事に従事していた者」のこと。 
2 農業経営体：次の条件に該当するもの。①経営耕地面積が 30 アール以上であること。②農作物の作付面積または栽培

面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数その他の事業の規模が一定以上のもの。 
3 経営耕地面積：農家が経営する耕地の面積。 
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【基幹的農業従事者数】 
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【経営耕地面積】 
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（資料）農林水産省「農林業センサス」 
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農家の種類別構成比を徳島県及び全国と比較すると、徳島市は専業農家と第１種兼業

農家の割合が高い。 

 

図表II-６６ 農家の種類別構成比の比較 

30.9

39.9

35.5

25.5

19.6

17.9

11.5

7.6

8.9

32.2

32.9

37.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

徳島市
（総農家数 3,691戸）

徳島県
（総農家数 35,797戸）

全国
（総農家数 2,527,948戸）

自給的農家 専業農家 第１種兼業農家 第２種兼業農家

 
（注１）自給的農家：経営耕地面積 30a未満かつ農産物販売金額が年間 50万円未満の農家。 

（注２）専業農家：世帯員のなかに兼業従事者が 1人もいない農家。 

（注３）第１種兼業農家：農業所得を主とする兼業農家。 

（注４）第２種兼業農家：農業所得を従とする兼業農家。 

（資料）農林水産省「農林業センサス」 
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販売農家の構成比を経営耕地面積規模別にみると、１ha未満の農家が６割以上であり、

徳島県と比較すると概ね同様の傾向を示しているものの、全国と比較すると小規模な農

家の割合が高くなっている。 

 

図表II-６７ 経営耕地面積規模別販売農家の構成比の比較 
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全国
（販売農家数1,631,206戸）

0.3ha未満 0.3ha以上0.5ha未満 0.5ha以上1ha未満

1ha以上1.5ha未満 1.5ha以上2ha未満 2ha以上
 

（資料）農林水産省「農林業センサス」 

 

 

農業産出額の推移をみると、平成９年以降減少傾向が続いており、特に平成 15 年から

平成 16 年にかけては大きく落ち込んでいる。 

 

図表II-６８ 農業産出額の推移（合計） 
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（資料）徳島市「統計年報」 
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農業産出額を品目別にみると、いずれの品目も減少傾向にあるが、「いも類」はほぼ横

ばいから平成 17年には増加に転じている。 

 

図表II-６９ 農作物品目別農業産出額の推移 
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（資料）徳島市「統計年報」 
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作付面積は、全体的に縮小傾向にあり、収穫量についても同様の傾向がみられる。 

 

図表II-７０ 農作物品目別作付面積の推移 
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図表II-７１ 農作物品目別収穫量の推移 
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（ 注 ）いちご、キャベツ、れんこん、かんしょについては、平成 19年以降資料なし。 

また、ねぎ（春）については平成１９年、20年の資料なし。 

（資料）徳島市「統計年報」 

いちご、キャベツ、 
れんこん、かんしょ 

いちご、キャベツ、 
れんこん、かんしょ 
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栽培面積についても、全体的に縮小傾向にある。 

また、収穫量についても、年次によって変動があるものの、概ね減少傾向にあるとい

える。 

 

図表II-７２ 果樹栽培面積の推移 
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図表II-７３ 果樹収穫量の推移 
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（ 注 ）農林水産統計の見直しにより平成 19年以降については集計がない。 

収穫量は廃棄量を含む。 

（資料）徳島市「統計年報」 
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（3）畜産業の現状 

飼育頭・羽数についても、全般的に減少傾向にあり、特に採卵鶏は大きく落ち込んで

いる。 

 

図表II-７４ 飼育頭数の推移（牛・豚） 
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図表II-７５ 飼育羽数の推移（鶏） 
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（ 注 ）各年 2月 1日現在。 

農林水産統計の見直しにより、平成 20年以降については集計がない。 

（資料）徳島市「統計年報」 
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（4）林業の現状 

徳島市は、しいたけの生産が盛んであり、生産量は徳島県が全国１位（平成 23 年度実

績）で、本市は県内２位の生産量を誇っている。 
 

図表II-７６ しいたけ生産量の推移 
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（資料）徳島県林業戦略課提供 

 

林野面積については、ほぼ横ばいで推移している。 

 

図表II-７７ 林野面積の推移 
�
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（資料）農林水産業「農林業センサス」 

（t/年度）
平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23
1,078 997 1,088.4 1,194.5 1,190.2 1,240.0 1,609.9 1,675.1 1,772.8 1,720.4

うち菌床栽培 1,070 992 1,085.1 1,192.7 1,187.4 1,230.4 1,599.9 1,667.7 1,763.4 1,714.0
うち原木栽培 7 5 3.3 1.8 2.8 9.6 10.0 7.4 9.4 6.4

菌床栽培率（％） 99 99 99.7 99.8 99.8 99.2 99.4 99.6 99.5 99.6

生産量（全体）
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（5）漁業の現状 

漁業経営体数は減少を続けており、平成 20 年には平成 10 年の半分以下にまで減少し

ている。 

 

図表II-７８ 漁業経営体数の推移 
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（資料）徳島市「統計年報」 

 

漁業就業者数についても、平成 15年から平成 20年にかけて減少している。 

 

図表II-７９ 漁業就業者数の推移 
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（資料）農林水産省「漁業センサス」 
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９．観光・コンベンション業 

（1）観光入込状況について 

観光入込客数については、平成 15 年に大きく落ち込んだものの、その後回復し、県外

客、県内客とも、近年はほぼ横ばいで推移している。また、阿波おどりについては、毎

年約 130 万人が訪れている。 
 

図表II-８０ 観光入込状況の推移（県内・県外別） 
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（ 注 ）平成 22年度以降、県内外客の集計資料なし。 
（資料）徳島市観光課提供 

 

図表II-８１ 観光入込状況の推移（施設別） 
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（資料）徳島市観光課提供 
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（2）乗降客数について 

徳島空港の乗降客数は一貫して減少傾向にあり、平成 23 年にはピークであった平成 17

年よりも１万人程度減少している。 
 

図表II-８２ 徳島空港乗降客数の推移 �
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（資料）徳島県統計書 

 

また、ＪＲ徳島駅の乗降客数も減少している。 
 

図表II-８３ ＪＲ徳島駅乗降客数の推移 
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（資料）徳島県統計書 
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（3）通行量について 

大鳴門橋の通行台数は、平成 20 年までは微増傾向にあったが、休日の高速道路料金が

引き下げられた平成 21年に大幅に増加し、以降ほぼ横ばいで推移している。 
 

図表II-８４ 大鳴門橋通行台数の推移 
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（資料）徳島県統計書 

 

（4）県内のコンベンション開催件数ついて 

県内のコンベンション開催件数は、約 50件から 60 件の間で推移している。参加者数、

延べ宿泊者数は、概ね３万人から４万人の間で推移しているが、年次によって変動が大

きい。 
 

図表II-８５ 県内コンベンション開催件数及び参加者数と延べ宿泊者数の推移 
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（資料）徳島市観光課提供 
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１０． 県の貿易・国際事業の状況 

徳島県がＪＥＴＲＯに委託した調査結果をもとに県内企業の貿易や海外展開の状況を

把握した。 

調査への回答企業 198 社のうち、現在貿易を行っている企業（以下、貿易企業とする）

は 138 社（回答企業の 69.7％）、海外進出している企業（以下、海外進出企業）は 40 社

（同 20.2％）ある。平成 23 年度調査結果と比較すると、貿易企業は 3社、海外進出企業

は 6 社増加した。平成 23 年度調査（平成 22 年の海外事業が調査対象）においてもそれ

ぞれ前年に比べ増加していたが、平成 24 年度調査（平成 23 年の海外事業が調査対象）

でも増加傾向が続いていることが確認できた。 

今後３年程度を想定した中期的計画として、国際取引への参入を検討している企業は、

貿易で 10 社、海外進出企業で 20 社となっている。少子高齢化の進展や人口減少により

国内マーケットの持続的拡大が見込みにくいなか、これまで国内マーケットに依存して

きた企業であっても、国際取引への参入が重要課題となっている。貿易については既に

かなり定着しているが、今後は世界経済の動向や諸外国との経済連携の動き等をにらみ

ながら、新規に貿易を行う企業や海外進出に乗り出す企業の相対的な増加が予想される。 

 

図表II-８６ 国際取引企業の現状と展望 

社数 構成比（％） 社数 構成比（％） 社数 構成比（％） 社数 構成比（％）
貿易企業 138 69.7 10 5.1 148 74.7 135 22.0
海外進出企業 40 20.2 20 10.1 60 30.3 34 5.5

回答企業 198 100.0 198 100.0 198 100.0 613 100.0

現在の企業数 新規参入希望企業数 将来予測される企業数
【参考】平成23年度
調査時の企業数

 

（注１） 貿易企業は輸出・輸入のいずれか一方または両方を行う企業の合計（重複のないネット値）。 

（注２） 海外進出企業は駐在員事務所、支店、現地法人（100％出資子会社、合弁企業）等の形態で海外に進出拠点

を置き、現地で直接事業を行う企業の合計（重複のないネット値）。 

（注３） 新規参入希望は今後３年程度の中期的計画を持つ企業。 

（注４） 将来予想される企業数は、現在の国際取引企業に上記参入希望企業を加算した。 

（資料）徳島県「平成 24年度徳島県貿易・国際事業実態調査報告書」 
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徳島県の輸出・輸入はともに増加傾向にある。 

 

図表II-８７ 徳島県の輸出・輸入金額の推移 
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（資料）徳島県「平成 24年度徳島県貿易・国際事業実態調査報告書」 

 

県内において貿易を行っている企業の市町村別の分布をみると、徳島市は、全体の５

割を占めていることがわかる。 

 

図表II-８８ 貿易企業の立地地域別分布 

①輸出のみ ②輸入のみ ③輸出・輸入
④輸出企業合計
（①＋③）

⑤輸入企業合計
（②＋③）

⑥貿易企業合計
（①＋②＋③）

構成比（％）

徳島市 14 32 24 38 56 70 50.7
板野郡 8 7 5 13 12 20 14.5
鳴門市 3 2 8 11 10 13 9.4
阿南市 0 5 4 4 9 9 6.5
小松島市 5 1 3 8 4 9 6.5
吉野川市 0 1 4 4 5 5 3.6
勝浦郡 3 0 0 3 0 3 2.2
名西郡 0 2 0 0 2 2 1.4
海部郡 1 1 0 1 1 2 1.4
美馬市 0 0 2 2 2 2 1.4
阿波市 0 1 0 0 1 1 0.7
三好市 0 1 0 0 1 1 0.7
那賀郡 1 0 0 1 0 1 0.7
美馬郡 0 0 0 0 0 0 0.0
三好郡 0 0 0 0 0 0 0.0

総計 35 53 50 85 103 138 100

(資料）徳島県「平成２４年度徳島県貿易・国際事業実態調査報告書」

貿易の取り組み状況（企業数） 貿易企業数
立地
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１１． 有効求人倍率 

有効求人倍率の推移をみると、全国や県内の他の地域と比較しても、徳島職業安定所

管内は、高くなっている。 

 

図表II-８９ 有効求人倍率の推移（徳島県央地域） 
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（ 注 ）県央地域とは、徳島、小松島出張所、鳴門、吉野川管内。 

（資料）徳島労働局「雇用統計」 

 

図表II-９０ 有効求人倍率の推移（全国、徳島県） 
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（資料）厚生労働省「職業安定業務統計」、徳島労働局「雇用統計」 
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III．統計データの分析 

１．工業統計の中分類別の特化係数と構成比 

ここでは、縦軸に特化係数（全国を１とした場合）、横軸に徳島市における構成比をと

り、平成 20 年と平成 22 年のデータをそれぞれ散布図上に表現し、その変化を見ること

とする。 

【事業所数】 

事業所数では、「家具・装備品」が特化係数、構成比とも大きい業種であるが、構成比

は２年間でやや小さくなっている。また、「食料品」は、特化係数はそれほど大きくはな

いものの、構成比が大きく伸びている。その他、比較的特化係数が大きい業種は「木材・

木製品」と「化学工業」であるが、構成比はそれほど大きくない。 

 

【従業者数】 

従業者数では、「化学工業」が特化係数、構成比とも大きい業種であり、全国的に見て

特化し、かつ市雇用吸収力の大きい産業であると考えられる。２年間で特化係数はやや

小さくなっているものの、構成比はやや伸びている。 

その他の業種では、「家具・装備品」と「木材・木製品」の特化係数が大きいが、いず

れも構成比は 10%未満であり、雇用吸収力はそれほど大きくないと考えられる。 

 

【製造品出荷額等】 

製造品出荷額等でみると、「化学工業」が特化係数、構成比とも大きい業種であり、特

に構成比は平成 20 年で約７割、平成 22 年にはさらに伸びて約８割と圧倒的に大きく、

市内経済に与えるインパクトが大きい産業であると考えられる。その他の業種で特化係

数が比較的高い「家具・装備品」と「木材・木製品」は、いずれも構成比が５％に満た

ず、特化しているものの、市内経済に与えるインパクトは小さいと考えられる。 

 

【まとめ】 

事業所数、従業者数、製造品出荷額等のクロス分析結果を踏まえると、化学工業は、

事業所数は少ないものの、多くの従業者数を抱えることから雇用への貢献は大きく、ま

た製造品出荷額等では市内製造業の約８割を担う大規模な産業であることから、徳島市

の産業は、化学工業の動向に大きく影響されると考えられる。 
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図表III-１ 中分類別の特化係数と構成比（事業所数） 
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※ 「情報通信機械器具製造業」の2008年はなし

□平成 20 年 

▲平成 22 年 

 

□平成 20 年 

▲平成 22 年 
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図表III-２ 中分類別の特化係数と構成比（従業者数） 
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※ 「情報通信機械器具製造業」の2010年はなし
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図表III-３ 中分類別の特化係数と構成比（製造品出荷額） 
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